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監査役設置型のさらなるガバナンス強化のため
社外取締役の導入など6点を提言

企業経営委員会の提言
17-18ページに掲載

経済同友会では、一貫して、企業
の意思決定の透明性と迅速性を高
め、ステークホルダーとの調和を図
ることで、企業価値の向上を目指
し、不祥事を防止しようというテー
マで議論してきました。
そして、日本で上場企業の97%が
採用している監査役設置型をさら
に強化し、内外にアピールしようと
いう結論に至りました。委員会設
置型のガバナンス・スタイルもアメ
リカで発生した金融危機ではその
限界が表面化しました。委員会設
置型でも監査役設置型でも、不祥
事は起こる。どちらの型が良いと
いうことではなく、実質として不祥
事の防止や企業価値向上につなが
る仕組みを構築することが大切だ
と考えています。
提言では、まず経営者の倫理観

の重要性を挙げました。日本企業
には終身雇用という流れがある。
入社以来、道徳心や倫理観などを

360度評価され、多くの関係者が納
得する人が“推される”形で昇進し、
取締役になっていく。そして次代
の経営陣も、こうした慣行を見て行
いを正す。これは、定量化できない
倫理観の評価法であり、日本的な
企業統治の強みとも言えます。

一方で、こうした仕組みは結果
として取締役会内にヒエラルキー
を生みかねない。そこで、経営者を
牽制する仕組みとして、社外取締
役の導入や、社外取締役・社外監査
役の独立要件も必要になります。
取締役会は、社外取締役の視点

を組み込むことで客観性や透明性
を高められます。社外取締役は複
数いるほうが発言しやすくなるで
しょう。日本の上場企業で社外取
締役を導入しているのは42%にと
どまっていますが、すべての企業
が社外取締役を導入すればガバナ
ンス体制は強化されるはずです。

監査役は、議決権を持つ社外取
締役と密接にコミュニケーション
を取ることで、経営トップへの牽制
強化や経営の透明性向上につなげ
ることもできます。
執行役員制度についても触れて

います。執行役員は、取締役や監査
役のように法律の裏付けがないも
のの、監督と執行の分離や、迅速な
現場対応という重要な任務を担っ
ています。この制度は外部から分
かりづらいとされるので、改めてIR
活動などで訴えていくべきだと考
えています。
「日本企業は監査役設置型をベー
スにしたガバナンスできちんと
やっています」ということをしっか
り情報発信すべきです。中長期的
な経営戦略や研究開発、経営陣と
従業員の協力関係といった日本の
強みを維持しながらの日本的コー
ポレート・ガバナンスを更に深化さ
せることで、企業は持続的な成長が
可能になるのですから。

経営者は襟を正し
高い倫理観を持つべき

社外取締役導入を推奨し
独立要件も追加
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